令和４年12月5日
船橋市の海老川上流地区土地区画整理事業の
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千葉県知事　熊谷俊人様
船橋市市場３－２－１    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「流域治水の会 船橋」
代表　山田素子

【申し入れ事項】
1. 国が進める流域治水の理念に基づき、大洪水の原因となる船橋市・海老川上流地区土地区画整理事業を、洪水を起こさない安全な計画に変えさせること。また現在進んでいる工事を即時停止させること。
2. 保水機能だけでなく、遊水機能の確保に関する規定を作ること。
以上を京都大学名誉教授で、元京都大学防災研究所所長の今本博健氏の意見書を添えて申し入れます。
【理由】
◆ 1について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1 学識経験者たちが洪水の危険性を指摘
今年4月に石崎勝義氏（元建設省河川局災害対策調査室長、元長崎大学教授）が、高橋伸生都市整備局長、横土俊之都市計画課長、松宮正紀河川整備課長など、5人の職員と面談し、海老川上流地区を全面盛り土で埋め立てると遊水機能が棄損され、洪水になるという意見書を提出しました。
このたび今本博健氏が、調整池による雨水対策は破綻していること、また
この事業は当該地区のもつ遊水機能を消滅させることを指摘しました。
石崎、今本の2人の専門家（河川工学、土木、防災）は、共に現計画のまま事業を進めることは大変危険であり、それを回避するために河川管理者は最大限の努力をするべきであると提言しています。
2 他の自治体の洪水対策より遅れている
市川市の真間川（一級河川）、茂原市などの一宮川、静岡市の巴川（共に二級河川）には、市民と協議のうえで、３～４つの調節池（人工の遊水池）が造られています。しかし海老川には１つも調節池がないばかりか、唯一残っている自然遊水地を埋め立てようとしています。洪水のリスクが高まるのは明らかです。
3 国の水防理念「流域治水」に逆行している
海老川水系は令和3年9月に県の流域治水プロジェクトに指定されており、他のどの河川よりも全力を挙げて洪水対策をしなければならない河川です。
　にもかかわらず、市と事業組合は危険と言われた計画を何一つ変えることなく、8月末に工事を開始。11月30日からは洪水の原因になる盛り土の搬入を、異例の早さで開始しました。つまり、洪水が明日にも起きる状況が作られつつあるのです。これは流域治水の理念に逆行するものです。
今年8月の洪水の市民説明会では、事業の認可権者は中核市の船橋市であるため、県は事業に口を出さないという説明がありましたが、流域治水の理念の一つは、国から住民まで、関係者が総力を挙げて大洪水対策をすることです。そのため、みすみす洪水になることがわかっている事業を、県が止めないのは許されません。
速やかに市、事業組合、業務代行者の(株)フジタと協議して工事を止める事、改めて船橋市民を協議に加えて安全な町づくりをする事を強く求めます。
◆ ２について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
保水機能の確保しかない現在の規定では、洪水は防げない
市や事業組合、業務代行者の(株)フジタが現計画を変えない根拠は、県の規定（1haあたり1370㎥）に従って調整池を造っていることです。しかし今本氏の計算から明らかなように、保水機能を担う調整池の整備だけでは洪水は防げません。
必要なのは遊水機能の確保に関する規定です。地球温暖化で水害が激甚化している時代、遊水機能の確保なくして洪水対策はあり得ません。それは国が、海老川上流地区のような川そばの遊水地の確保を、重要な洪水対策と位置づけたことからも明らかです。国はその確保のために、罰則規定を伴う制度まで作っています。千葉県もこれに倣って遊水機能を確保する県独自の規定を作るべきです。あわせて遊水量の棄損の観点から、盛り土を規制する規定や条例も必要でしょう。
　
お忙しいとは存じますが、12月20日（火）までに文書にてご回答頂きたく、お願い申し上げます。
